


 

  

序     文  

 
 

カンボジア国政府からの技術協力の要請を受け、JICA は平成 20 年 10 月にフィリピ

ン国農業省と合同で事前調査を実施しました。  

その後、平成 21 年 1 月 30 日にカンボジア国農林水産省並びにフィリピン国農業省

とカンボジア国農業資材（化学肥料及び農薬）管理能力向上計画に係る討議議事録

（R/D）の署名を行いました。  

本報告書は、同計画の事前評価結果並びに実施協議に当たり確認した事項を取りま

とめたものです。  

カンボジアでは、経済発展が進む一方、都市と農村の格差が顕著になりつつありま

す。特に、農家にとっては、農業資材にかかる経済的負担が大きく、悪質な農業資材

の流通により貧困の悪循環に陥っている事例も少なくありません。  

本事業が、持続的な開発の一助となること、カンボジア、フィリピン、日本の 3 国

の友好関係を促進すること、カンボジアの農村地域の一層の発展に寄与することを望

んでやみません。  

最後に、計画の策定に当たり、ご協力とご支援を賜りました両国の関係者並びにフ

ィリピン国関係者の皆様に心から感謝の意を表すとともに、今後の更なるご支援をお

願い申し上げます。  
 

平成 21 年 2 月  

 

 

独立行政法人国際協力機構 
カンボジア事務所  
所 長  米 田  一 弘 
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第 1 章 要請の背景と経緯  

 

1-1 プロジェクト要請の背景 

  カンボジア（以下、カ国とする）では、品質不良の農業資材（化学肥料、農薬等）

が大きな問題となっている。農家は、購入前に資材の品質を確認することができない

ため、購入後、田畑に施用して初めて効果がないことを知る。また、化学肥料は全て

輸入品であるため、尿素が一袋（50kg）約 20 ドルと高価であり、肥料代は作物生産費

の 20 数％を占める。農家の多くは作付け前に借入金により肥料を購入しているため、

肥料が偽物であった場合、農家の損失は非常に大きい。また、農薬については、禁止

品目、期限切れ農薬、偽物の流通が横行しており、誤使用による環境汚染・食物の危

険性の増加、農民の健康被害などが発生している。  

 これらの問題に対し、カ国農林水産省は、農業土地改良局（DAALI：第 6 章で記載

の通り、2008 年 11 月に組織改変が行われた。現在は GDA：農業総局であるが、本書

では DAALI／GDA とする。）に土壌・作物体分析室及び農薬分析室を、農業法規局に

資材基準対策部（流通取締り担当）を設置した。土壌・作物体分析室では、肥料の主

要成分である窒素、燐酸、カリウムの検査を一部実施しているものの、十分な検査体

制が整備されていない。また、農薬については、輸入時の登録のみが行われ、その後

の流通管理は実施されていない。  

 このように、適切な品質管理が行われること無く大量に流通している化学肥料・農

薬の取り締まりを実施するためには、品質分析能力を高めるとともに、適切な品質規

格に基づく全国的な流通取締りの体制を構築することが急務となっており、前述の 2

局が一体となって本問題に取り組むことが必要となっている。  

 

 これらの状況を受け、カ国政府は「農業資材（化学肥料及び農薬）品質管理能力向

上計画」の実施を日本国政府に要請した。  
 

1-2 プロジェクト採択の経緯 

案件採択検討に当たり、日本側より第三国専門家の確保について懸念が示された。

そのため、カ国農林水産省並びに JICA カンボジア事務所により 2008 年 2 月にフィリ

ピン及びタイへ出張を行い、フィリピン国農業省に人的支援を受けることが確認され

た。また、カ国農業省はフィリピン側との協議内容を踏まえた要請書を再提出し、本

案件が採択された。  

 2008 年 2 月のフィリピン訪問時、事前調査はフィリピンと合同で実施し、日本・フ

ィリピン・カ国の 3 者で事業の基本枠組みを確認することで合意した。このため、本

事前調査は日本・フィリピンの合同により実施された。  
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第 2 章 事前調査の概要 

 

2-1 事前調査概要 

前述の通り、リソース国として第三国専門家派遣や第三国研修受け入れに協力を表

明しているフィリピン政府と合同評価団を結成し、JICA 事業評価ガイドラインに基づ

き、以下の通り事前調査を実施した。  

 

（1）調査目標  

1）協力ニーズ及び実施体制について、確認する。  

 2）カ国、フィリピン、日本間でプロジェクトの枠組みを確認し、共同で PDM 案  

及び PO 案を作成する。  

3）フィリピン及び日本の投入について確認する。  

 

（2）団員構成  

業務内容  氏名  所属・役職  派遣期間  

団長  鵜飼 彦行  JICA カンボジア事務所  

次長  

計画管理  Siv Cheang JICA カンボジア事務所  

ナショナルスタッフ  

評価分析  渡辺 亜矢子  株式会社 地域計画連合  

主任研究員  

10 月 22 日～  

11 月 8 日

団長  

（フィリピン）  

Gavino L. Barlin フィリピン農業省肥料農薬

機構（FPA）特別顧問  

肥料  Wilma N. Obcemea FPA 肥料課  課長  

農薬・残留農薬  Maria Lourdes De 

Mata 
フィリピン農業省国立農薬

分析研究室 室長  

農業政策  荒木 康紀  フィリピン農業省  

派遣専門家  

11 月 2 日～  

11 月 7 日

 

（3）調査日程  

調査内容   日程  

団長／評価分析／計画管理  フィリピン団員  

1 10 月 22 日（水） カ国到着   

2 10 月 23 日（木） JICA 事務所打合せ  

DAL 及び DAALI／GDA と協議  

 

3 10 月 24 日（金） DAALI ／ GDA ス タ ッ フ へ イ ン タ ビ ュ ー

DAALI／GDA 研究室見学  

DAL スタッフへインタビュー  
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DAL 研究室見学      

4 10 月 25 日（土） PDM 案作成、資料整理   

5 10 月 26 日（日） 同上   

6 10 月 27 日（月） カンダール州農業局（PDA）への聞き取り

販売店及び農家の調査  

団内打合せ  

 

7 10 月 28 日（火） 団内打合せ（PDM 検討）  

DAALI／GDA 及び DAL と協議  

 

8 10 月 29 日（水） 

※祝日  

団内打合せ  
フィリピン団員との対処方針会議（テレビ会議）  

9 10 月 30 日（木） 団内打合せ  

DAALI／GDA 及び DAL と協議  

 

10 10 月 31 日（金） 

※祝日  

事前評価表案、PO 案作成、資料整理   

11 11 月 1 日（土）  同上   

12 11 月 2 日（日）  同上  カ国到着  

13 11 月 3 日（月）  JICA カンボジア事務所打合せ  

MAFF 表敬 (H.E. San Vanty、H.E. Kith Seng) 

DAALI／GDA 及び DAL と協議、DAL の研究室視察  

14 11 月 4 日（火）  DAALI／GDA の研究室視察  

マーケット調査（肥料、農薬の販売店）  

団内打合せ（PDM 及び PO についての協議）  

DAALI／GDA 及び DAL との協議  

15 11 月 5 日（水） 団内打合せ（PO 及び MM 作成）  

16 11 月 6 日（木） MAFF との MM に関する協議、最終確定  

大使館及び JICA 事務所への報告  

MM 署名  

17 11 月 7 日（金） 事前評価表作成、帰国  

18 11 月 8 日（土） 日本着  

 

2-2 主要面談者 

氏名  役職  所属先  

H.E. San Vanty Under Secretary of State in charge of  

International Cooperation 

MAFF 

H.E. Kith Seng Under Secretary of State in charge of DAL MAFF 

Mr. Ouk Siphan Director DAL, MAFF 

Mr. Pen Vuth Director DAALI, MAFF 

Mr. Phoum Ra Deputy Director DAL 

Dr. Hean Vanhan Deputy Director DAALI 
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Mr. Chea Chanveasna Chief of Bureau of Agricultural Material 

Standard (BAMS) 

DAL 

Dr. Dy Sam An Acting Chief of Phytosanitary and Plant 

Protection Office 

DAALI 

Mr. Sok Sarou Vice Chief of BAMS DAL 

Mr. Be Seak Meng Staff of BAMS DAL 

Mr. Kang Sareth Staff of Pesticides Lab DAALI 

Mr. Ly Sereivuth Staff of Pesticides Lab DAALI 

Mr. Kong Sarin Staff of BAMS DAL 

Mrs. Ung Vannary Chief of Soil Lab DAALI 

Mr. Lorn Socheata Staff, Pesticides Lab DAALI 

Mr. Heng ChhunHy Vice Chief of Phytosanitary and Plant 

Protection Office  

DAALI 

Ms. Say SyLyna Staff of BAMS DAL 

Mr. Buntuon Simona Director PDA Kandal 

Mr. Ho Sophal Chief of Agronomy Office PDA Kandal 

Mr. Hing Kosal Chief of PALO PDA Kandal 

Mr. Sok Srun Vice Chief of Planning Office PDA Kandal 

Tan Khemarin Technical Staff of Agronomy Office PDA Kandal 

星倉 淳一   二等書記官  在カンボジア  

日本国大使館  

谷内 純一  JICA 専門家  農林水産省  

米田 一弘   所長  JICA カンボジア事務所

田中 智子  所員  同上  
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第 3 章 事前調査結果要約 

 

 調査中の視察結果及び協議を通じ、最終的にカ国、フィリピン、日本の 3 者で PDM

及び PO に合意し、協議議事録（MM、付属資料  1）の署名を行った。  

 

3-1 肥料、農薬の品質管理に関する関連法規等 

現在、カ国では肥料、農薬に関する法律（Law）は制定されておらず、農林水産省  

の副令（Sub Degree 69 号、21 号）及びそれを実行する省令（Circular 345 号）により

農業資材の品質管理が行われている。  

しかしながら、同副令及び省令には罰則などの記載が不十分であり、農林水産省は  

その修正案を国会に提出しているところである。また、取り締まり力を強化するため、

MAFF は FAO の支援を受けて、本年中に農薬に関する法律（素案）を作成する予定で

いる。  

上述のように罰則要件など一部不十分な点はあるものの、調査団は本プロジェクト  

を実施するための関連法規は整っていると判断した。なお、プロジェクトは、これら

の法案作成及び修正を直接支援しないが、同内容がプロジェクト活動にも影響するた

め、これらの策定状況とその内容を充分に把握して活動を進める必要がある。  

また、必要に応じて、プロジェクトの経験から得られた教訓を関連法規の修正等に  

フィードバックすることが望ましい。  

なお、カ国側からは、プロジェクトに Official Standard の策定（Declaration として  

の発行を検討）を支援して欲しいとの要望があり、これを成果として加えている。  

 

3-2 肥料、農薬の登録制度・取り締まり等の状況 

調査団は、DAALI／GDA 及び DAL との協議を通じ、肥料･農薬の登録制度と両局  

の役割、業務フローを確認した（付属資料 3 ANNEX 3）。特に、肥料については、こ

のフローに基づいて細々（年間の取り扱い数は 50～60 サンプルほど）とではあるが、

登録、取締りが行われている。農薬については、唯一の DAALI／GDA 農薬研究所が

移転中のため、2008 年は全く活動が行われていない。  

また、市場を確認した結果、MAFF に登録されている取り扱い業者であっても、ク  

メール語で使用方法などが表記されている肥料・農薬はほとんど販売していないこと

が判明した。要請では、取り締まりや啓蒙普及活動等は明示されていなかったが、協

議の結果、プロジェクトではパイロット地域を設置し、実際の取り締まり強化及び使

用者への啓蒙普及活動を盛り込むこととした。  

 

3-3 各研究室の状況及び役割 

（1）DAL 研究室  

ADB の ASDP（農業開発セクターローンプログラム）の一環として、DAL 施設及

び研究室、その機材が 2002 年に設置された。本研究室には、4 名のスタッフが配置

されているが、農芸化学を専攻する者はおらず、機材の使い方も理解していない。
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つまり、過去 5 年間は一切活動が行われておらず、施設や資材は使用されないまま

放置されている。この状況を打開すべく、DAL は ADB ローンを利用したマレーシ

アでの研修実施を大臣に要望したものの、大臣から許可が下りず、実施の目処は立

っていない。スタッフの能力等を考慮して協議した結果、DAL 研究室は、今後取り

締まり時の肥料（N・P・K のみ）分析を所掌し、それ以外は従来どおり DAALI／

GDA 研究室で試験されることが確認された。  

 

（2）DAALI／GDA 土壌・作物体研究室  

  本研究室は、1993 年に GRET（NGO）の支援を受けて設置され、世界銀行のロー  

ンにより 2007 年に施設が新設された。  

現在、本研究室には、13 名のスタッフが配置されており、移転後も速やかに土壌

分析、N、P、K の分析等が行われている。年間に供試されるサンプル数は 50～60

と検体数は少ないものの、どのスタッフも勤務経験は長く、N、P、K 分析に支障は

ない。しかしながら、本研究室には、DAL 研究室に配備されている N、P、K 以外

の元素（マグネシウム、鉄など）を測定する原子吸光光度計を有していないため、

DAL 研究室の機材を利用したプロジェクトの活動及びプロジェクト後の活動を実

施する必要があり、その点について MM で合意された。  

なお、現在本研究室では、土壌分析 1 件につき 30 ドル、肥料分析 1 件につき 15

ドルを徴収しているが、これを規定する規約は存在しない。DAALI／GDA は、活動

の持続性確保のためにも、徴収料金を規定する省令を策定する意向である。  
 

（3）DAALI／GDA 農薬研究室  

本研究室には 6 名のスタッフ（内、2 名はオーストラリアで研修を受講済み）が

配置されており、移転前は農薬分析が実施されていた。しかしながら、前述の通り、

調査時点で本研究室は移転中であり、機材及び施設は完備されていなかった。  

なお、本研究室は残留農薬分析も所掌することとなっているが、これまで全く分  

析を行った経験が無い上、スタッフ数も少ないこと、技術的にも先ずは、農薬分析

を優先させることが妥当であることから、残留農薬分析は本プロジェクトの枠組み

から外すことで合意した。  

 

3-4 日本・フィリピンの協力体制と投入 

調査団は、PDM の作成に加え、PO の作成を通じて活動と投入の関係を整理した。  
 

（1）専門家派遣及び第三国研修の実施  

当初案どおり、長期専門家 1 名（日本人調整員）、短期専門家数名（フィリピン人  

専門家）の投入が妥当と判断した。  

研究室の人員が限られているため、特に、分析能力に関する技術移転は、機材の

設置状況にあわせ、専門家派遣と第三国研修を有機的に組み合わせる必要があるこ

とを確認した。調査団内の協議により、各専門家の投入時期及び活動内容を PO に

反映させると供に、フィリピン団員により TOR が策定された。今後、フィリピン農
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業省内で調整し、R/D（MOU）締結時に再度詳細を確認することとした。  

なお、プロジェクト実施に当たり、JICA フィリピン事務所と次の点を確認し、継

続的に協力できる体制を構築する必要がある。  

 専門家 TOR に基づいた人選（TV 会議等）  

 フィリピンで実施の第三国研修概要の確定  

 専門家及び第三国研修契約方法（一括契約の導入など）  

 

（2）機材及び施設  

  基本的な機材・施設は全て揃っており、大型の機材を導入する必要はないことが  

確認された。しかしながら、今回の調査では、DAL の研究室に配備された機材が、 

5 年経過した現在も適切に動くのかは確認できなかった。また、DAALI／GDA の農  

薬研究室は、移転作業などの混乱により付属品が適切に管理されておらず、施設が  

適切に機能していないことが確認された。このため、MM では、プロジェクト開始  

前にカ国側が機材及び施設が適切に機能するか否か確認することで合意した。  

なお、カ国側により、プロジェクト開始前に必要に応じて技術者を手配してセッ  

トアップを行うよう申し入れているが、プロジェクト開始直後にフィリピン人専門

家を派遣し、最終的なチェックを行うこととしている。  
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第 4 章 プロジェクトの基本計画 

 
現地調査及びカ国側関係者との協議･意見交換の結果、プロジェクトの基本計画を

次のように確認した。  

本プロジェクトは、化学肥料と農薬の登録・認可及びインスペクション・モニタリ

ングに関し、分析技術と行政業務の両面から、カ国農林水産省の農業法規局（DAL）

及び農業土地改良局（DAALI／GDA）の能力向上を図るものである。  

また、化学肥料及び農薬の品質基準作成につき、技術的支援を行うものである。こ

のほか、正式に認可を受けた品質の高い化学肥料及び農薬に対する需要を促進するた

め、普及・啓発活動を実施する。これら活動を通じて、カ国における化学肥料及び農

薬の品質管理能力を向上することが期待されている。  

 

4-1 スーパーゴール 

国内消費用の食料の安全性が向上し、農産物の海外への輸出が促進される。  

【指標】  

・食用農産物が安全であり、高品質が確保されている。  

 

4-2 上位目標 

国内市場に流通している化学肥料及び農薬の品質が向上し、農民がこれら化学薬  

品を適切に使用するようになる。  

【指標】  

・カ国内に流通している化学肥料のうち、登録されているものの割合が年間 X %

増加する。  

・カ国内に流通している農薬のうち、登録されているものの割合が年間 X %増加

する。  

・カ国内に流通している化学肥料及び農薬のうち、クメール語標記のラベルが貼

付されているものの割合が増加する。   

・登録業務及びそれに関わる手数料からの収入が増加する。  

 

4-3 プロジェクト目標 

化学肥料及び農薬の品質管理メカニズムが強化される。  

【指標】  

・パイロット地域内に流通している化学肥料のうち、登録されているものの割合  

 が年間 X%増加する。 1 

・パイロット地域内に流通している農薬のうち、登録されているものの割合が年

間 X%増加する。  

                                                        
1  指標 1、2及び4の検証に必要なベースライン・データは、成果1で実施されるベースライン調査により入手 

する。また、これら指標の目標値はプロジェクトの初期にベースライン・データに基づいて決定する。  
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・インスペクションの過程で実施される分析業務の件数が増加する。  

・パイロット地域内に流通している化学肥料及び農薬のうち、クメール語標記の

ラベルが貼付されているものの割合が増加する。  

 

4-4 成果 

1．プロジェクトのためのベースライン・データが蓄積される。  

【指標】  

1-1 パイロット地域における登録済み化学肥料に関するベースライン・データが  

    ある。  

1-2  パイロット地域における登録済み農薬に関するベースライン・データがある。 

1-3  パイロット地域におけるクメール語標記のラベルに関するベースライン・デ  

  ータがある。  

 

2．化学肥料及び農薬の分析に関する研究室の能力が向上する。  

【指標】  

2-1 必要な機材・設備が全て適切に設置されている。  

2-2  研究室スタッフの X 人 2が窒素、リン、カリウム及びその他微量要素 3を分析  

できる。  

2-3  研究室スタッフの X 人が優先度の高い、いくつかの成分 4を分析できる。  

 

3．化学肥料及び農薬の品質基準が MAFF の認可を受け、普及される。  

【指標】  

3-1 化学肥料及び農薬の品質基準が、プロジェクト中間時点には MAFF に認可さ  

れる。  

3-2  プロジェクト終了時までに、化学肥料及び農薬の品質基準につき、パイロッ

ト地域の州農業局（PDA）の農業室、農業法規室及び取り扱い業者に普及され

ている。  

 

4．登録及び認可に関する行政業務能力が向上する。  

【指標】  

4-1 手数料徴収に関する規則が正式に採用される。  

4-2  登録及び認可に関する行政業務手続が簡素化される。  
 

5．パイロット地域において、登録後業務に関する能力が向上する。  

【指標】  

5-1 インスペクターが、パイロット地域においてインスペクション業務を実施で  

                                                        
2 目標値は、プロジェクトの実施期間中に合同調整委員会により決定する。  

3 本プロジェクトで扱う化学肥料の微量要素は、プロジェクトの初期に決定する。  

4 本プロジェクトで扱う農薬の成分は、プロジェクトの初期に決定する。  
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 きる。  

5-2  インスペクターが、マニュアルにそってサンプル採取を実施できる。  

5-3  登録後業務に関する行政業務手続が簡素化される。  

 

6．パイロット地域において、化学肥料及び農薬の品質と適切な使用法に関する意

識 5が向上する。  

【指標】  

6-1  パイロット地域において、特定の市場に流通しているもののうち、登録され  

  ている化学肥料及び農薬が増える。  

6-2  パイロット地域において、登録されている化学肥料や農薬を使う農民が増え  

  る。  

           

4-5 活動 

1-1  選定基準 6に基づき、パイロット地域を選定する。  

1-2  質問票を作成する。  

1-3  取り扱い業者を対象とした聞き取り調査を行う。  

1-4  ベースライン・データに関する報告書を作成する。  

 

2-1 化学肥料及び農薬分析研究室をセットアップする。  

2-2 化学肥料及び農薬分析技術に関し、研究室スタッフの第三国研修／オン・ザ・  

ジョブ・トレーニング（OJT）を実施する。  

2-3 分析マニュアルを作成する：  

1) 化学肥料（窒素、リン、カリウム及びその他）  

2) 農薬（優先度の高い、いくつかのもの）  

 

3-1  化学肥料及び農薬の品質基準に関する情報を収集する。  

3-2  化学肥料及び農薬の品質基準（案）を作成する。  

3-3  MAFF 内部及び関係者でコンサルテーション・ミーティングを行い、カ国に  

適した化学肥料及び農薬の品質基準について議論する。  

3-4  化学肥料及び農薬の品質基準を正式に採用する。  

3-5  品質基準を MAFF スタッフ及び取り扱い業者に普及する。  

 

4-1  化学肥料及び農薬の登録及び認可に関する行政手続きと、手数料に関する規定

をレビューする。  

4-2  登録及び認可に関する行政業務につき、改善すべき点を明らかにする。  

4-3  行政業務の改善点につき、効果を把握するため試行する。  

                                                        
5 意識向上の主たる対象者は、化学肥料及び農薬を取り扱う業者、それらを使用している、あるいはこれか

ら使用する農民である。  

6 選定基準は、ベースライン調査実施前に決定する。  
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4-1 試行を経て得られた情報に基づき、改善方法（新たな行政手続き方法）を適用

するために必要な手続きをとる。  
 

5-1  適切なインスペクション実施方法につき、インスペクターを対象とした OJT 

を実施する。  

5-2 インスペクションに関する行政業務につき、改善すべき点を明らかにする。  

5-3 品質基準や OJT から得られた技術や知識に基づき、パイロット地域において、  

インスペクションにおける行政業務の改善点につき、試行する。  

5-4 試行を経て得られた情報に基づき、改善方法（新たな行政手続き方法）を適  

用するために必要な手続きをとる。  

5-5 インスペクション及びモニタリングのマニュアルを作成する（サンプル採取  

方法についても言及する）。  

 

6-1 テレビ広告、パンフレット、ポスターなど意識向上のための媒体を作成する。 

6-2 テレビ・ラジオ広告など作成された媒体を用いて、パイロット地域において  

化学肥料及び農薬の品質に関する意識向上活動を実施する。  

 

4-6 投入 

4-6-1 日本側  

1) 専門家の派遣  

・フィリピン人短期専門家派遣費用  

・長期専門家（ベースライン調査・意識向上／プロジェクト運営管理）（日本人

専門家）  

2) 機材／設備の供与  

3) フィリピンにおける研修（第三国研修）  

4) プロジェクト活動費  
 

4-6-2 カ国側  

1) カウンターパートの配置：30 名  

・共同プロジェクト・マネージャー：  DAL と DAALI／GDA から 1 名ずつ  

・DAL 職員 8 名、DAALI／GDA 職員 20 名  

2) プロジェクト事務所及びオフィス機器等（物品による供与）  

3) ローカル・コスト：  電気代、水道代、その他供与が可能な雑費  

 

4-6-3 フィリピン側  

1) 短期専門家の候補者選定  

・短期専門家（化学肥料分析（化学肥料の登録及び認可に関する行政業務を兼

務）、農薬分析、農薬の登録及び認可に関する行政業務） (フィリピン人専門

家 ) 

2）フィリピンにおける研修  
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4-7 プロジェクトの実施体制 

4-7-1 合同調整委員会（JCC）の設置、構成  

本プロジェクトの効果的かつ効率的な実施のため、合同委員会（ JCC）を設置す

ることを「カ」国側、日本側双方で合意した。JCC の機能については、以下の 3 点

を確認した。  

1) プロジェクト活動計画書（PO）に基づく年間業務計画を承認する。  

2) 年間業務計画及びプロジェクトの全体進捗を確認・評価する。  

3) プロジェクト実施期間中に生じた主な課題について、その経緯を把握するとと  

もに意見交換を行う。  

 

JCC は、MAFF において年 1 回以上開催されることとし、本プロジェクトの実施

に係る全責任は JCC 議長に付される旨、確認した。  

JCC の構成員については、以下の通り確認している。  

 

議長   プロジェクト・ダイレクター  

カ国側  

1) 共同プロジェクト・マネージャー（2 名）  

2) GDA 及び DAL の代表者  

3) パイロット地域の PDA 代表者  

4) その他、MAFF が必要と認めた者  
  日本側  

1) JICA カンボジア事務所の代表者  

2) 本プロジェクトの専門家  

3) その他、 JICA カンボジア事務所が必要と認めた者  
  オブザーバー     

1) 日本国大使館の代表者  

 

4-7-2 プロジェクトの運営  

プロジェクトの運営に関し、オフィススペースの確保及びローカル・コストの負担

につき MAFF と協議を行った。専門家のオフィススペースとしては、DAL 建物内の

一室が候補として考えられるとのことであった。同スペースは、DAL 研究室のすぐ

近くにある。ローカル・コストについては、専門家のオフィススペースや研究室での

業務に係る電気代や水道代及びカ国側が供与できる範囲での雑費について、カ国側が

負担する旨で合意した。雑費については、オフィススペース等の清掃に係る費用など

を想定している。また、カ国側負担の機材や設備については、物品による供与である

旨が確認され、PDM 等の関連文書においても、その旨記載することで合意した。  

本プロジェクトは、DAL と DAALI／GDA という MAFF の 2 つの部局を実施機関と

するものであり、それぞれから共同プロジェクト・マネージャーを配置する予定であ

る。こうした実施体制を採る場合、両部局間の連携が適切になされないリスクが懸念
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されることから、本プロジェクトにおいても十分留意する必要がある。例えば、分析

技術のトレーニングなど DAL、DAALI／GDA ともに関わってくる性質のものについ

ては、共同で業務に取り組むなどの方法を採りつつ、両者の連携強化に努めていく。 

 

4-7-3 カウンターパートの配置  

カウンターパートについては、プロジェクト開始に先立ち計 30 名を配置すること

で合意した。このうち、DAL 及び DAALI／GDA からそれぞれ 1 名ずつ共同プロジェ

クト・マネージャーを配置する。DAL からは研究室スタッフ 4 名に加え、登録・認

可業務の担当者 4 名の計 8 名を配置し、本プロジェクトの中で DAL に関連する業務

をカバーできる配置となっている。DAALI／GDA からは化学肥料・土壌分析研究室

のスタッフ 14 名及び農薬分析研究室のスタッフ 6 名の、計 20 名をカウンターパート

として配置する。  

カウンターパート配置に際し、本プロジェクトの活動内容の主要部分については、

それぞれ担当部署からの人員配置を確保したが、同時にこれらの人材は他の業務も抱

えており、本プロジェクトの専任スタッフではない旨が確認された。また、本プロジ

ェクトの進捗にしたがって、他の関連部署等との連携の必要性が生じた場合には、カ

ウンターパート配置の有無に関わらず、広く連携を求めて対応していくことをカ国  

側、日本側双方で確認した。  

 

4-8 外部条件の分析と外部要因リスク 

本プロジェクトに関する外部条件については、カ国側とともに PDM の検討過程に  

おいて検討した結果、以下のとおり設定した。  

 

(1) 上位目標達成のための外部条件  

・MAFF が研究室の機能を継続する。  

・化学肥料及び農薬の不法取引に対し、法による取締りが実行される。  

・化学肥料及び農薬の取り扱い業者の意識と能力が継続的に向上する。  

・MAFF スタッフの能力向上が継続的になされる。  

 

(2) プロジェクト目標達成のための外部条件  

（なし）  

 

(3) 成果達成のための外部条件  

（なし）  

 

(4) 前提条件  

・研究室の運営に関わる人材に大幅な変更がない。  

・既存の機材・設備が適切に機能する。  
 

事前評価調査時点においては、上記の外部条件は全て満たされる見通しであるこ
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とが確認された。前提条件の 1 点目については、上述の通りカウンターパート配置に

関する合意に至っている。人数等についてはカ国側の意向を汲んだものとなっており、

特に、DAALI／GDA の研究室スタッフについては、同局の有する研究室のスタッフ全

員をカバーする内容となっており、人材に大幅な変更は実質的に生じない状況となっ

ている。  

2 点目の前提条件については、DAL 及び DAALI／GDA の研究室にはそれぞれ既存  

の機材・設備があるが、一部は導入後 5 年程度全く手付かずで放置されているものが

あり、また、以前は機能していたものの、研究室の移転に伴い適切なインストールが

なされず、現在は機能していないものもある。これらの機材・設備につき、プロジェ

クト開始までの数ヶ月の間に、適切に機能するか否かをカ国側主導で確認するという

ものである。この点については、議論の結果、これはプロジェクト開始に先立ち実施

すべきカ国側の責任事項であるとの認識で合意されており、カ国側で確実に満たす旨

の言及があった。  

成果達成のための外部条件及びプロジェクト目標達成のための外部条件について

は、本プロジェクトは実施機関である MAFF 内部の体制強化であり、MAFF 内部で完

結する性質のものであることから、特に、設定すべきものは見出されなかった。  

上位目標達成のための外部条件については、プロジェクトで強化された体制で業務

を実施し、実際に市場や生産現場において正のインパクトを得るためのものが 4 点設

定された。研究室の機能継続については、MAFF 側の明確な認識が得られている。法

による取締りについては、既に MAFF 内部にインスペクション機能が付与されており、

司法警察としての権限とスタッフが配置されているが、これらは全て法に基づいてな

されている措置であり、本プロジェクトを通じて能力向上と体制強化がなされれば、

満たされる可能性が高いことが確認された。業者の意識・能力向上及び MAFF スタッ

フの継続的な能力向上についても、満たされる可能性が高いと判断された。  

 

4-9 協力実施上の留意点 

本プロジェクトを実施するに当たり、留意が必要な点としては以下の 5 点が挙げら

れた。  

 
 

 

 

(1) 残留農薬分析は、今回プロジェクトには含めない。  

(2) 簡易テストキットについては、引き続き有効性及び導入の可能性を検討

する。  

(3) 既存の機材・設備は、プロジェクト開始までに、適切に機能する状態に

する。  

(4) DAL が有する原子吸光分析装置は、プロジェクト期間中及び完了後につ

いても、DAALI の研究室スタッフが使用できるようにする。  

(5) 合同委員会は、プロジェクトの進捗をモニタリングする。  
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（1）残留農薬分析について  

食の安全を保障するためには、残留農薬分析技術の向上が必要不可欠であり、解決

すべき課題であるという点において、カ国側、日本側ともに認識を共にしたが、本プ

ロジェクトはプロジェクト期間が 3 年間であること、また、プロジェクト目標は「化

学肥料及び農薬の品質管理体制の強化」であることを踏まえ、今回のプロジェクトに

おいては、内容に含めないことで合意した。当該事項については、本プロジェクトの

進捗如何にかかわらず、別途プロジェクトの立ち上げを検討することとした。このこ

との意味するところは、本プロジェクトの進捗に応じて、MAFF が別プロジェクトと

して JICA に要請を提出することも可能であるほか、プロジェクト期間中・完了後を

問わず、 JICA 以外のドナーの支援により MAFF が対応していくことも可能であると

いうことである。  

 

（2）簡易テストキットの導入について  

要請当初より、カ国側は化学肥料及び農薬のインスペクションに際し、現場ですぐ

にある程度の成分分析ができる簡易テストキットの導入を要望しており、今回の事前

調査期間中にも度重なる要請を受けた。当初、日本側は、日本には土壌の簡易分析キ

ットはあるものの、化学肥料に対応する同様のキットは存在しておらず、農薬につい

ては、存在するものの高価である上に、成分の濃度分析はできないため、導入の有効

性や自立発展性には疑問が残ると返答していた。事前調査に参加したフィリピン人専

門家も同様の見解を示していたが、カ国側より、インドネシアに該当するキットが存

在するとの情報提供があった。  

同キットについては、日本側、フィリピン側ともに詳細な情報を有していないこと

から、同キットの有効性や用途などにつき、更なる情報収集及び検討を加え、検討結

果に基づき、本プロジェクトにおける扱いを決定するとのことで、カ国側と日本側が

合意した。  

 

（3）既存の機材・設備について  

DAL、DAALI／GDA ともに分析研究室を有しており、研究室にはそれぞれ機材・

設備があるが、一部は導入後 5 年程度放置されて現在に至っており、また、別の一部

は研究室の移転に伴い、移転後適切な設置がなされておらず、1 年程度使用されてい

ない。これら機材・設備を用いてプロジェクト活動を実施する計画となっていること

から、プロジェクト開始に先立ち、これら機材・設備が適切に機能するか否かをカ国

側で確認する旨を日本側から要請し、カ国側は合意した。カ国側は、これがカ国側の

責任事項であることを理解し、適切に対応することを約束した。  

 

（4）原子吸光分析装置について  

DAL の分析研究室にある原子吸光分析装置を DAALI／GDA は有していないが、今

後、化学肥料及び農薬の認可及びインスペクション業務において、DAALI／GDA 研

究室における必要性が高くなることが想定される。そのため、同機材を DAL 研究室

から DAALI／GDA 研究室に移転する可能性について、日本側及びフィリピン側が確
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認したところ、機材自体を DAL から DAALI／GDA に移動することは、機材を局ご

とに経済財務省に登録している関係もあり容易ではない旨がカ国側から説明された

が、DAL 研究室に DAALI／GDA 研究室スタッフが赴いて同機材を使用することは問

題ないとの回答がなされた。そこで、プロジェクト期間中のみならずプロジェクト完

了後についても、こうした方法により、DAALI／GDA スタッフの DAL 原子吸光分析

装置の利用を保障するということで、双方合意した。  

 

（5）合同調整委員会によるプロジェクト・モニタリングについて  

本プロジェクトの進捗モニタリングについては、プロジェクト・マネージャー及び

プロジェクト専門家からなる管理者委員会（Executive Management）により定期的に

行われることとする。そうして確認・検討された事項については、合同委員会議長及

び JICA の代表者に対して毎年報告書の形で提出するものとすることで、カ国側、日

本側双方で合意した。  
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第 5 章 評価結果  

 

5-1 妥当性  

5-1-1 カ国の開発計画との整合性  

カ国政府は農業セクターの発展及びそれを通じた貧困削減、経済成長を重視してお

り、こうした政策・戦略は、四辺形戦略（Rectangular Strategy for Growth, Employment, 

Equity and Efficiency Phase II）、国家開発戦略計画（National Strategic Development 

Plan）、農業と水中期戦略（Strategy for Agriculture and Water 2006～2010）などの政策

文書に記載の通りである。農業生産性及び品質の向上は、農業セクターを発展させる

ためには解決しなければならない課題であり、化学肥料、農薬、種子、飼料及び飼料

添加物、家畜用医薬品といった農業投入物（資材）の品質管理を改善していくことが

必要不可欠であると、カ国政府は認識している。  

本プロジェクトは、管轄省庁である同国農林水産省（MAFF）の能力向上及びこれ

ら化学薬品の品質基準作成に対する技術支援を行うことにより、化学肥料及び農薬の

品質向上を支援するものである。従って、本プロジェクトはカ国の政策と整合してい

るといえる。  

 

5-1-2 日本の援助政策や JICA 国別事業実施計画との整合性  

日本国政府は、“持続可能な経済成長と安定した社会の実現”をカ国に対する支援

における重点分野の一つと位置づけている。そして、これを達成するため、“農業農

村開発と農業生産性向上”を重点課題の一つとしている。 JICA の支援方針において

も、日本国政府の援助方針と同様に「農業農村開発」を対カンボジア援助の 5 つの重

点課題の一つとして挙げられており、同課題を達成するため、灌漑・営農改善プログ

ラム及び農産物流通改善プログラムが設置されている。これらのことから、本プロジ

ェクトは日本の ODA 政策にも合致していることが確認された。  
 

5-1-3 カ国の状況及びニーズへの合致  

カ国においては、現在、人口の約 80％が農村部に住み、60％が農業に従事してい

るが、農業生産は GDP の約 28％を占めるに過ぎず、貧困削減の視点からも、農業生

産性の向上は急務であるといえる。  

一方、生産性向上のために農民が使用している化学肥料や農薬は、品質が低いもの

が多数市場に出回っているほか、適切なラベル貼付（クメール語による説明書添付）

がなされていないため、不適切な使用方法が多々見られる状況である。結果として、

期待した程度の生産性の向上を望むことが困難となっている。  

本プロジェクトは、これら化学薬品の品質管理について、MAFF を支援するもので

あり、カ国のニーズに整合しているといえる。  

 

5-2 有効性 

事前評価時点において、MAFF には、既に化学肥料及び農薬、また、これら化学薬



 

 18

品の取り扱い業者に関する登録・認可システムが存在しており、手続きについて   

も、比較的明確に定められている。また、インスペクションについても、既に MAFF

の一機能として位置づけられており、中央及び州レベルにインスペクターを配置して

いる。研究室の機材・設備についても、既存のものがある。  

しかしながら、こうした環境を実際に機能させるために必要な人材・能力が非常に

限られているのが現状である。例えば、研究室については、機材・設備はあるもの   

の、適切に設置されておらず、実際には使用できない状況である（例：ドラフトが排

気口に接続されていない、など）。また、研究室スタッフの分析技術についても、DAALI

／GDA の研究室スタッフは化学肥料のうち窒素、リン、カリウム（N、P、K）の分析

はできるものの、その他の微量要素については、分析ができない状況、DAL スタッフ

は N、P、K の分析についても、基礎からのトレーニングが必要な状況である。農薬分

析についても、一部の農薬成分についてのみ分析可能であり、その技術は非常に限定

的なものである。  

また、化学肥料及び農薬の品質基準も整備されておらず、そのため、MAFF は現在、

正式に認可された基準を持たないまま、管理業務を行わねばならない状況におかれて

いる。  

 

本プロジェクトは、分析技術及び行政業務の両面から、MAFF の登録・認可業務及

びインスペクション業務に関する能力向上を図るものである。また、化学肥料及び農

薬の品質基準の作成、認可及び普及についても、MAFF を技術的に支援することによ

り、これら化学薬品の品質管理業務の正確さ及び整合性を高めることに寄与するもの

である。このように、トップダウンによる品質管理能力向上を図る一方で、本プロジ

ェクトにおいては、化学肥料及び農薬の品質や適切な使用法についての意識向上活動

を行い、正式な認可を受けた品質の高い化学肥料、農薬への需要の促進についても努

める予定である。  

また、プロジェクト活動の一部は、パイロット地域において実施されることとなっ

ており、同地域においてこれら活動を施行し、その効果を測るとともに、効果がある

と判断されたものについては、実際に MAFF の既存のシステムを改善していくことを

目指しており、こうした一連の活動の実施を通じても、取り扱い業者や農民など関係

者の意識向上を図っていく。これらのことから、本プロジェクトの成果は、プロジェ

クト目標を達成するために必要なものが十分に設定されていると判断された。  

 

プロジェクト目標の達成見込みについては、実施機関には既存の機材・設備、また、

十分とはいえないものの、一定程度の分析技術をもった研究室スタッフが配置されて

いることから、これら既存の資源を活用しつつ、PDM に設定された活動を完了するこ

とにより、プロジェクトの実施期間（3 年間）内の成果及びプロジェクト目標の達成

が見込まれると判断された。  

また、本プロジェクトの活動や成果、プロジェクト目標は全て実施機関である MAFF

内部で完結するものであることもあり、プロジェクト目標を達成するための外部条件

は、特に見出されなかった。指標については、一部のものはベースライン調査を必要
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とするが、同調査は簡便で小規模なものであり、また、プロジェクト期間中から完了

後のモニタリング活動にも十分活用が期待できるもの、そして、多額の実施費用を要

しないものとなると想定される。その他の指標については、MAFF が定期的に行って

いる業務の報告書や、その他 MAFF が有している資料等から入手できることを確認し

ており、指標の入手に、特に困難は来たさないものと判断された。  

これらのことから、本プロジェクトの有効性は、十分に高いと判断された。  

 

5-3 効率性 

本プロジェクトの分析技術及び品質基準作成に関する技術支援は、主にフィリピン

人短期専門家により行われる予定であるが、同フィリピン人専門家は、 JICA が 1997

年から 2002 年にフィリピンで実施したプロジェクト（「農薬モニタリング体制改善計

画」）により育成された人材である。同フィリピン人専門家は、カ国 C/Ps に対し技術

支援するのに十分な能力を有しており、また、彼らが有している関連資料等は、全て

英語で記載されていることから、日本人専門家により実施されることと比較すると、

翻訳に要する時間や費用の削減が期待できる。このことは、本プロジェクトの効率性

の向上に寄与するものと判断された。  

また、本プロジェクトは、DAL と DAALI／GDA の 2 つの局が実施機関となってお

り、それぞれが分析研究室を有しているが、いずれの研究室も必要な機材・設備は既

に有しており、適切に配置・設置を行うことにより、機能を開始できる状況である。

本プロジェクトでは、こうした機材・設備を活用することにより、効率的な実施が期

待できる。  

このほか、現在 MAFF に派遣中であり、2010 年 8 月まで MAFF で業務予定の日本

人専門家は、農薬の専門家であり、化学肥料についての技術的知識も有していること

から、本プロジェクトにおいて必要が生じた場合には、同日本人専門家の支援を得る

ことも可能である。このことも、本プロジェクトの効率性向上に寄与するものと判断

された。  

設定された全ての指標は、入手が容易であることから、技術面のみならずコスト面

から見ても、適切なものが設定されているものと判断された。  

 

5-4 インパクト 

本プロジェクトの上位目標は、「国内市場に流通している化学肥料及び農薬の品質

が向上し、農民がこれら化学薬品を適切に使用するようになる。」である。既述のとお

り、MAFF には既に化学肥料及び農薬の品質管理の仕組みがあり、登録・認可及びイ

ンスペクションに関する手続き事項も決まったものがある。そして、必要な分析研究

室を有し、これら業務を実施するための人員も配置している。こうした基本的な仕組

みはあるものの、実際に化学肥料や農薬の分析業務を実施するためには、技術面の能

力向上が必要であり、本プロジェクトはこうした部分の改善に取り組むものである。  

本プロジェクトを通じて分析技術及び行政能力を向上していくことにより、既存の

仕組みを機能させていくことは、十分に可能であり、さらに、これら改善を通じてカ

国の国内市場に出回っている化学肥料や農薬の質を向上していくことが期待できると
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判断された。  

カ国の国内市場にインパクトをもたらす可能性を高めるため、本プロジェクトで  

は、トップダウン方式とボトムアップ方式の 2 つのアプローチをとることとした。比

重としては前者の比重が大きくはなるものの、ボトムアップアプローチとして、本プ

ロジェクトでは意識啓発活動を実施する予定である。こうした活動を通じて、正式に

認可を受けた品質の高い化学肥料や農薬に対する需要が高まることが期待され、ひい

ては上位目標の達成を促進するものと思われる。  

MAFF には、化学肥料及び農薬を含む農業資材に関するインスペクター（司法警察）

としての機能が付与されており、そのためのスタッフも配置されている。しかしなが

ら、その機能を十分に果たすために必要な法律等は整備されておらず、そのため、実

際には MAFF の司法警察としての機能は十分に果たされていない。本プロジェクトに

おいては、MAFF が化学肥料及び農薬の品質基準を作成するのを支援する予定であり、

こうしてできた品質基準は、MAFF がインスペクションを実施する際に法的に準拠す

べきものになると期待されている。違法な取引や不適切な取り扱い業務手続に関する

罰則規定強化については、FAO の支援を受けて現在、MAFF が取り組んでおり、予定

では 2008 年度中に原案が作成されるとのことであったため、本プロジェクトでは扱わ

ないこととしたが、本プロジェクトにおける品質基準の作成は、FAO 支援による罰則

規定の強化とあいまって、上位目標の達成促進に貢献するものと期待できる。  

上位目標の指標は、本プロジェクトの中で実施予定のベースライン調査と同様の方

法で必要なデータが得られるものとなっており、同ベースライン調査の方法について

は、本プロジェクトの中で実施していく過程で、カ国側に技術移転がなされる予定で

ある。既述の通り、同ベースライン調査は、多くのコストを必要とするものではなく、

MAFF がモニタリングを実施するに際しても活用できる方法が採用される予定であ 

る。また、外部条件は適切に設定されており、十分に満たされる可能性があると判断

された。  

 

5-5 自立発展性 

5-5-1 政策面  

妥当性の項でも述べたとおり、カ国政府は農業セクターの発展を重視しており、化

学肥料、農薬を含む農業資材の品質向上を通じて、農業生産性を向上することが重要

な課題であると認識している。このことは、カ国の長期政策・戦略文書である  

“Rectangular Strategy for Growth, Employment, Equity and Efficiency Phase II”（2008 年

9 月）や“Strategy for Agriculture and Water 2006～2010”などに明確に記載されており、

本プロジェクトは、カ国政府の政策・戦略に沿ったものであるといえる。また、この

重点課題に取り組むための関連法規や化学肥料・農薬の品質管理制度も既に存在して

いる。これらのことより、本プロジェクトの政策面における自立発展性は、十分に高

いと判断された。  

 

5-5-2 組織・人材面  

MAFF は、化学肥料及び農薬の登録・認可及びインスペクション業務について、比
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較的明確な手続き事項を定めており、分析業務に携わる研究室スタッフのほか、司法

警察機能を付与されたインスペクターを中央及び州レベルに配置している。人数とし

ては、少ないながらも業務が実施できる程度の人数が配置されているといえる。  

しかしながら、現在までのところ配置されている人員の能力が限定的であること、

業務実施に必要な予算（交通費等）が不十分であることにより、十分に機能するには

至っていない。従って、本プロジェクトの実施を通じて分析技術を向上し、化学肥料

及び農薬の品質基準を定めるとともに、関係者の意識向上を図ることにより、MAFF

が既存のしくみを活用し、化学肥料及び農薬の品質管理分野において、より大きな貢

献をすることが期待できる。既存の仕組みは、法律により設置されているものであり、

組織面の自立発展性は、十分に高いと判断された。  

 

5-5-3 資金面  

資金面における自立発展性についてであるが、カ国側は登録・認可に際し、既に分

析手数料を徴収しているが、実際には、この仕組みは正式に認可されたものではない。 

また、現在の手数料の料金設定は、分析に使用する試薬等にかかる実費よりも低い

設定となっている。そこで、本プロジェクトではこの課題に取り組み、適切な料金設

定につき提言し、正式な仕組みとしての採用を支援していくことにより、分析業務の

将来的な資金的自立発展性の確保をめざしていく予定である。インスペクション業務

については、分析業務に対して手数料を徴収することができないが、意識啓発活動を

行っていく中で、地域の人材（農民など）の中にマーケットとインスペクターをつな

ぐ「媒介者」を育成すること等を検討する必要がある。  

つまり、こうした「媒介者」が市場に違法な化学肥料や農薬を見つけた場合、イン

スペクターにその情報を提供する仕組みを検討していく。インスペクターがマーケッ

トに一方的に検査に行く現在の体制から、このような双方向の体制に移行していくこ

とにより、MAFF 側の資金的な負担も軽減されることが期待され、長期的にはインス

ペクション業務の資金的自立発展性の向上につながることが期待される。  
 

5-5-4 技術面  

技術面においては、本プロジェクトは化学肥料（窒素、リン、カリウム及びいくつ

かの微量要素）及び農薬（いくつかの優先度の高い成分）についてのみ、その分析技

術の技術支援を行うものである。カ国側の要請には、当初、これらに加えて残留農薬

の分析技術についても要請があったが、プロジェクトの形成に当たり、MAFF スタッ

フの現在の技術レベルを確認し、3 ヵ年のプロジェクト期間中に残留農薬分析まで含

めることが適切であるか否かについて、慎重に検討した結果、残留農薬分析について

は、本プロジェクトでは扱わないこととした。化学肥料については窒素、リン、カリ

ウムの分析が基本であり、これができれば、関連業務は概ね実施可能であるが、これ

らに加え、優先度の高い、いくつかの微量要素の分析技術を習得すれば、MAFF とし

ては必要な業務は十分に実施できる能力を備えることができる。  

農薬については、カ国内には多種類の農薬が流通しているが、農薬自体の危険性に

加え、カ国における作付けパターンや食生活など、関連する事項を勘案した上で、負
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のインパクトが強いと判断される農薬から優先順位をつけて対応して行くこととし

た。このようなプロセスを経て、本プロジェクトで扱うべき技術レベルが設定されて

おり、現在のカ国において、十分に適用可能な技術が選定されているといえる。従っ

て、本プロジェクトは、技術的自立発展性は十分あり、適切に設計されたといえる。 
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第 6 章 プロジェクト実施協議 

 
事前調査後の 2008 年 11 月 14 日、MAFF は組織改変を行い、DAALI は GDA（General 

Department of Agriculture 農業総局）へと名称を変更した。また、DAALI の研究室  

は、国立農業研究所（National Agriculture Laboratory）と整理された。  

GDA の組織図を下図に示す。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため、討議議事録作成に当たっては、事前調査で確認した JCC の体制等を見直

したが、その他、内容上の変更は行っていない。  
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